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InMay，2007，aneWreviseoftheJapaneseTravelAgencylawhasallowedsmallandmedium－Sizedtravelagenciestooperatepackage－

tourswithconditionthatthetourmustberunintheregionwheretheirheadofnceislocated・And theAsiagatewaystrategythatwas

proposedbytheconferencechairedbyformerPrimeMinisterAbe，Inthestrategy，thelOprincipalproposalswasannounced．Inaddition，

4・07billionyenwassummedupasthebudgetin鮎caIyear2007totheTourismsectionintheMinistryofLand，Inn－aStruCture，Transport

and Tourism・The additionalbtldget was expected to11Se tO PrOmOte Tourism－based Economy ofJapanand to strengthenits global

COmpetitiveness・Underthese cir’CumStanCeS，inordertosurvive，Japaneseminortravelagencieswi11havetomoveintothefollowing

businesstactics：Participatinginhotelbusiness，lncreasingdirectsalesusingtheinternet，ProposingtravelproductsintheirreglOn，

Cooperatingeachotheramongminoragencies．

1　はじめに

現在の我が国の旅行業は、約1万社とい

う膨大な数の旅行会社が競争を繰り広げて

いる。旅行会社は「電話と机があればでき

る」といわれる＿ように、小資本でも開業は

可能である。

現行の旅行業法では旅行会社を4つの種

類に区分して登録制度をしいている。その

区分は主に募集型企画旅行の実施の可否と

基準資産額、営業保証金額によって分けら

れているが、第三穐旅行業者に分類される

のは特に零細な企業が多い。

平成19年5月に第三種旅行業務の範囲の

拡大という制度改正が行われた。

収益率が低く、厳しい業界と言われる旅

行業にとって、この制度改正がどのような

意味を持つのか、また、どのような影響を

与えるのかを明らかにし、今後の第三種旅

行業の経営の可能性を探ることを目的とす

る。

2　旅行業の現状

2・1　旅行業者数の推移（表－1）

旅行業者全体では2006年4月現在で4年連

続の減少となっており、旅行会社全体でみ

ると減少傾向が続いている。

その内訳を見ると、第一種旅行業者数は

2003年の841社から2004年の783社と▲6，9％

という大きい減少があったが、2005年は2

社減少しただけの▲0．3％と減少率が縮小し、

2006年には＋4，6％と減少傾向が止まった感

がある。第二種旅行業者は2003年から減少

傾向にあったが、2006年は2005年に比較し

て＋1，1％とわずかに増加に転じた。第三種

旅行業者は過去には増加傾向が続いていた

が、2003年から減少に転じ、2006年におい

てもその傾向は変わっていない。

また旅行業者代理業者については、1996

年に現在の区分となった以降、減少を続け

ており、2006年は959社と減少傾向は続い

ている。

表－1旅行業者数の推移

年 第一 穫 第 二種 第三種
旅 行

業者針

代理

業者
合計

ご仰 ヱ 85 5 2 ．7 76 6．312 9．943 1．20 1 1 1．144

200 3 84 1 2 ．7 82 6．314 9，937 1．12 9 日 ．0 66

200 4 78 3 2 ．765 6．259 9，807 1．06 1 10 ．8 68

ヱ仰 5 78 1 2 ．7 27 6，179 9，687 1．0 15 10 ．702

ご伽 6 8 17 2 ．757 6．088 9 ．662 95 9 10 ．621

出典：観光白雷、国土交通省、2003～2∝〉7

－50－

2・2　旅行業者の取扱額の推移

（図－1）（表－2）

旅行業者の取扱額は1996年以降続いてい

た減少傾向が2004年に止まり、2005年にお

いても7兆5，500億円で前年比2．2％増と前年

に引き続き2年連続して増加した。

国内と海外の部門別で見ると、国内旅行

は4兆3，100億円と1996年からの減少傾向に

歯止めがかかった感がある。これは愛知万

博の開催による効果と見られている。

一方、海外旅行では3兆1，800億円となっ

ており、2004年に比較して対前年比4．4％増

と好調であった。これは竹島領有問題、中

国各地での反日デモ等のマイナス要因があ

ったもの、台湾旅行が好調だったこと等が

要因と推察される。

2006年の取扱額についても、出典は異な

るが、2006年度の主要第一種旅行業者50社

の取扱実績では、国内旅行は前年同期比

1．5％増、海外旅行は2．6％増、外国人旅行は

13．3％増と大きな伸びを見せ、全部門で前

年を上回り、年度総計でも5兆7，414億円と

2，0％の増加となったことから、旅行業界全

体でも2005年を上回ったと推測される。



図－1旅行業取扱実績の推移
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（注目財Ia本突通貴校r兼行牛伽」による，

出典：旅行年報、日本交通公社、2006

表－2　主要旅行業者50社の総取扱高（2006年度）

出典：平成17年度主要旅行業者50社の旅行取扱状況年報統計（速報）、国土交通省、2006

3　旅行業の経営構造（表－3）（表－4）

旅行業は運輸業、宿泊業、地域の観光産

業と旅行者の間に立って契約の締結、媒介、

取次ぎ等を行うことから、いわゆる流通業

に位置付けられる。

旅行会社は一般には仕入れたサービスの

買取りを行わないことから、売れ残りのリ

スクが小さい。また、物を売るための店舗

や在庫を置く必要がないことから、固定資

産の負担が軽いため、長期借入金をほとん

ど必要としない。

さらに、旅行代金をサービスを提供する

前に顧客から受け取るという取引慣行があ

り、運転資金の借り入れも少なくて済む。

国土交通省の調査に基づき、平成16年度

の第一種旅行業者567社の貸借対照表を平

均すると、自己資本比率は38．9％と全産業

の29．8％、非製造業の24，2％（財務省法人企

業調査2004年版）と比較して高い水準とな

っている。

表3　第一種旅行業者（全規模・1社平均）の損益・財務状況（平成16年度）

イ　資産等の状況　　　　　（酎正：刊判

区　　　　 分 平成 柑年度 末

肯

産

沈 船資 産 5．8 2 9 ，3 66

う ち （旅 行未 収金 ） 5 2g ，銅 9

固 定 資 産 飢 5 8 3 ．0 7tl

趨 資 等 4．124 ，6 6（）

繰 延 資産 1，178 ，漁 l

合　　　　 計 2 0、7 1 5 ．4即I

負

傭

流 動 貞償 6，5 0 8 ，6 6 1

う ち （旅 行未払 金） 5 9 3 ．0 9 1

固 電 ｛ ¶ 6，14 2，63 6

計 1 2 ，6 5 1 ，2 98

資

本

資 本 又 は元入 全 1．1 68 ．23 9

資 本 剰 余 金 3，2＄1，5 22

利 益 舶 余 金 3．1 6 9 ．剥 7

（う ち税 引後 当期利 益） 5．鵬

そ の 他有価 証券 評価 羞爛 全 1 54 ．89 7

自己 株 式 28 9 ．7 17

宣十 8，0も4．18 2

合　　　　 計 2 0，7 1 5 ．48 0

出典：観光自書（表6－1－4）、国土交通省、2006

ハ　収支の状況　　　　　　　　　（単位：千円）

項　　　　 目
平成 t6 年 度

0，5 3 ％

売 上 高

営 業 利 益

合　　 計 うち旅 行 集部門

旅行 売上高 10．99 3 ．4 8 7

曽

雷

欄

益

営巣 収入 1 2．7 13 ，74 5 1．33 6 ，4 2 0

営 鶉 一 般 管 理 曽 12，1 29 ．2 4 4 1．27 8 ，56 5

人 件 費 4．7 15 ，8封 5射 ，3糾）

広 告 ・雲伝雷 lt札 6 4 4 8 9 ．9

その 他 姓雷 7◆10 5 ，2 3 3 60 8 ，250

営 業 利 益 5削 ，50 1 5 7 ，8 5 5

営

雷
外
欄

益

営業 外利益 24 2 ，73 7 4 2 ，77 9

（う ち受 取利 点） ＄3 ，4 2 3 4 ，4 2 7

営 鶉 外 曽 用 18 6 ．3弘 9．0 8 9

（う ち支 払利 息） ま19 ，0 9 4 2 ，4 4 7

凝 常 利 益 64 0 ，8 5 4 9 1 ，54 5

税 引 前 当 職利 益 1 77 ，8 2 2

税 引 後 当 期利 益 5 ．6 8 8

ロ　財務率　　（酎立：％）

区　　　 分 平 成 16 年 度 兼

流　 動　 仕 事 8 9 ．56 ％

司　 鯉＝ 比　 率 1 56 ．0 1％

負　 債　 比 重 1 56 ．8 8 ％

自 己 資 本 比 畢 3 8 ．93 ％

一51－

率


